
市の事務事業が常に法令などに基づき適正に行われるように法的支援・対応を行う。

今後も引き続き職員の法務・法的対応能力の向上のため、職員を対象とした法律研修の充実を図るとともに、
各部局の法的問題等については、市の顧問弁護士を活用するなどして課題解決を図り、市の各事務事業にお
ける法令遵守の徹底を推進する。今後の
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行政資源を有効に活用する行財政運営
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総務部総務課

事業： 法規関係事業 0414

04

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

03第5章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

施策遂行に伴う条例等の例規整備を行うとともに、市の顧問弁護士を活
用し、法的問題の解決に寄与した。A

行政不服審査法の改正・施行を受け、教示など所要の改正を行うととも
に、説明会を実施し新行政不服審査法の周知を図り、制度の円滑な実施
に備えた。また、市の顧問弁護士の活用を図るなどして、各部局の法的問
題の解決に寄与した。A

A

A

目

標

市の事務・事業が常に法令などに基づき適正に行われるよう、市例規及び関係資料の整備、弁護士等との連携による
法的支援・対応を行う。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

46,652

14,477

4.15

0.00

14,428

0

0

49

一人あたり

世帯あたり 987

428

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

18,944

17,655

0

0

1,289

34,692

2.05

0.00

733

314

-4,467

-3,227

0

0

-1,240

11,960

2.10

0.00

254

114

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

A

A

A
A

A

人件費

公債費

内
訳

32,175

0

事業費（決算額） 14,477

15,748

0

18,944

16,427

0

-4,467 (千円)

 (千円)

 (千円)
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